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研究成果の概要（和文）：青壮年期における社会経済的地位と循環器疾患リスク要因（過度の飲酒、心理的スト
レス反応、肥満）の関連を日本と英国で比較検討した。低い教育歴、低い世帯所得の者ほど循環器疾患リスク要
因を有する割合が高いという関連が概ねみられたものの、心理的ストレス反応では日英で同様の傾向であった一
方、過度の飲酒と肥満は日英で異なる傾向を示した。特に日本の女性において、婚姻状況および配偶者の社会経
済的地位を考慮する必要性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：We compared socioeconomic inequalities in cardiovascular risk (hazardous 
drinking, psychological distress, obesity) among young and middle-aged adults between Japan and the 
United Kingdom. In general, we found that lower education and lower household income were associated
 with increased risks of cardiovascular disease risk factors. While the associations of education 
and income with psychological distress in Japan were similar to those in the United Kingdom, 
education and income were differentially associated with hazardous drinking and obesity between two 
countries, which suggests the complexity of the inequality. Differences in associations between 
women’s own education and cardiovascular disease risk factors by marital status and the importance 
of husbands’ educational level for cardiovascular disease risk factors suggest that interventions 
in public health should pay attention to the social context in which individuals live, especially in
 Japan.

研究分野：社会疫学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
青壮年期における循環器疾患リスク要因（生活習慣、心理的要因、生物学的マーカー）の社会経済的格差に関
し、社会・文化的背景の異なる日本と英国での共通点・相違点を明らかにした本研究成果は、健康格差が生じる
メカニズムの解明の一助となったといえる。そのため、各々の背景に即した特異的で効果的な格差縮小に向けた
対策の提案、格差を早期に予防することでひいては中高齢期での循環器疾患の発症・死亡の格差縮小につながる
と考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
教育歴、所得、職業等の社会経済的地位による人々の健康の格差、「健康格差」は公衆衛生上
の大きな課題である。循環器疾患も例外ではなく、社会経済的地位がリスク・発症・死亡に及ぼ
す影響に関し意識を高める必要性が指摘されている（Havranek et al., 2015）。 
青壮年期は仕事・育児等で多忙で生活習慣病に罹患する可能性が高く、健康日本 21（第二次）
では「総人口に占める高齢者の割合が最も高くなる時期に高齢期を迎える現在の青壮年期世代
への生活習慣の改善に向けた働きかけを重点的に行う」必要性が指摘されている。循環器疾患に
おける社会経済的格差は、生活習慣という行動学的メカニズムに加え、心理学的、生物学的メカ
ニズムが指摘されている（Havranek et al., 2015）。特に日本では、中高齢者を対象に循環器疾
患の発症・死亡を追跡するコホート研究が主であるが、健康格差対策はより前段階のステージの
重要度が高い（医療科学研究所「健康格差対策の 7原則」）。青壮年期における循環器疾患リスク
要因（生活習慣、心理的要因、生物学的マーカー）の社会経済的格差の検討は、中高齢期での循
環器疾患の発症・死亡の格差縮小に向けた対策の一助となると考えられる。 
日本では、循環器疾患の社会経済的格差の傾向が欧米と異なる可能性が指摘されている。日
本・英国・フィンランドの中年の労働者コホートでは、日本は他国と異なり、生活習慣の格差は
みられず心理的要因の格差が存在していた（Sekine et al., 2009; Lahelma et al., 2010）。
欧米では概して循環器疾患の SES 格差は女性のほうが大きいが（Backholer et al., 2017）、日
本では女性の格差は明確でないことが多い（本庄、2014）。日本では性別役割分業規範が比較的
根強いため、配偶者をはじめとする家族の社会経済的地位を考慮しないと健康格差を過小評価
する可能性が高い。効果的な健康格差対策を立案するには、社会・文化的背景の異なる日本と欧
米の格差の共通点・相違点を詳細に把握することが必要である。そのためには、先行研究同士を
比較するだけではなく、実際に比較可能な個票データで分析し検討することが必要である。 
 
２．研究の目的 
本研究は、青壮年期における循環器疾患リスク要因（生活習慣、心理的要因、生物学的マーカ
ー）の社会経済的格差を日本と欧米で比較検討し、共通点・相違点を明らかにすることを目的と
する。 
 
３．研究の方法 
(1)まちと家族の健康調査（J-SHINE） 
東京近郊に居住する 25-50 歳を対象に実施された J-SHINE のデータを用いて、青壮年期の循
環器疾患リスク要因の社会経済的格差を検討した。J-SHINE は、社会格差と健康をつなぐメカニ
ズムを明らかにすることを目的とした多目的共用パネル調査であり、2010 年度に実施された第
1 回調査では 4,357 名から回答を得ている。2012 年度に第 2 回調査、2017 年度に第 3 回調査を
行っている。 
調査内容には、社会人口統計学的要因、世帯経済状況、健康状態、医療利用状況、ストレス、
心理的特性、発育歴等が含まれている。本研究では、社会経済的地位、循環器疾患リスク要因の
項目を中心に、交絡因子や媒介因子となり得る変数を選定して用いた。 
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の流行が及ぼす社会的・経済的・健康上の影響の重大
性を鑑みて、2020 年 12 月にはコロナ禍影響調査を実施した。 
 
(2) UK Household Longitudinal Study (UKHLS) 
J-SHINE と比較可能かつ入手可能な欧米のデータを検討した結果、英国の UKHLS を用いること
とした（https://www.understandingsociety.ac.uk/）。英国の国民的代表標本から構成されるデ
ータであり、2009-2010 年に実施された第 1回調査では約 40,000 世帯の 16 歳以上全員を対象と
している。 
多岐にわたる調査項目を有するが、本研究では J-SHINE と同じく、社会経済的地位、循環器疾
患リスク要因の項目を中心に、交絡因子や媒介因子となり得る変数を選定して用いた。J-SHINE
の対象者と年齢をそろえ、本研究では 25-50 歳の対象者のデータを分析に用いた。UK Data 
Service に 登 録 す る と と と も に 研 究 計 画 書 を 提 出 し て 利 用 申 請 を 行 い
（https://ukdataservice.ac.uk/）、データ利用の許可を得た。 
 
(3)三世代コホート調査 
当初の研究計画にはなかったものの、東北メディカル・メガバンク計画三世代コホート調査の
データを分析できる機会に恵まれ、周産期の女性とその配偶者における喫煙・飲酒の社会経済的
格差を検討した。三世代コホート調査は、宮城県内及び岩手県の一部地域に居住する妊婦とその
家族を対象とした出生コホートである。2013 年から 2017 年にリクルートを行い、73,529 名が登
録した。郵送・Web による調査票調査を約 1年おきに行っている。 
 



４．研究成果 
(1)飲酒の社会経済的格差（J-SHINE、UKHLS） 
J-SHINE のデータを分析し、男性では、低い教育歴の者ほど過度の飲酒（1日 2合以上飲酒）、
問題飲酒（1 日 2 合以上飲酒かつ CAGE スコア 2 点以上）の割合が高い一方、高い所得の者ほど
過度の飲酒の割合が高いという逆の関連を示し、格差の複雑さを明らかにした。女性では、本人
の教育歴・所得ともに過度の飲酒（純アルコール摂取量 20g 以上/日）との関連はみられなかっ
た一方で、本人の教育歴が配偶者よりも高い女性で過度の飲酒のリスクが高いことを示し、女性
では本人の社会経済的地位だけでは格差を捉えきれない可能性、家族の社会経済的地位など周
囲の社会環境も考慮する必要性を明らかにした。 
UKHLS のデータでは、頻度分布をもとに過去 12 か月間の飲酒が週 5 日以上を過度の飲酒と定
義した。男性では教育歴と過度の飲酒の関連はみられなかった一方、世帯所得の高い者ほど過度
の飲酒をしている割合が高かった。女性では、高い教育歴・高い世帯所得の者ほど過度の飲酒を
している割合が高かった。これらは欧米の多くの先行研究とおおよそ一致する結果であるが、過
度の飲酒の定義により教育歴との関連が若干異なる点は、注意が必要である。 
以上より、過度の飲酒の社会経済的格差は日英で明確に異なる傾向を示すとともに、日本の女
性における社会経済的格差の複雑さが示唆されたといえる。 
 
(2) 心理的ストレス反応の社会経済的格差（J-SHINE、UKHLS） 
J-SHINE のデータを分析し、教育歴・世帯所得と心理的ストレス反応（K6スコア 5点以上）と
の関連を検討した。その結果、男女ともに教育歴とは関連がみられなかった一方で、世帯所得の
低い者ほど心理的ストレス反応を有する割合が高いという関連がみられた。男女ともに、配偶者
の教育歴と心理的ストレス反応との関連はみられなかった。 
UKHLS のデータでは General Health Questionnaire (GHQ)12 項目版のスコアを計算（総得点
0-12）、4 点以上を心理的ストレス反応ありとし、教育歴、世帯所得との関連を検討した。その
結果、教育歴との関連はみられず、世帯所得の低い者ほど心理的ストレス反応を有する割合が高
いという J-SHINE と同様の関連が男女ともにみられた。 
以上より、心理的ストレス反応の社会経済的格差は性差がみられず、日英で同様の傾向を示し
たといえる。 
 
(3) 肥満の社会経済的格差（J-SHINE、UKHLS） 
J-SHINE のデータを分析し、独身女性では本人の教育歴が低い者で肥満（BMI 25.0 以上）であ
る割合が高いという他の先進国と同様の傾向がみられたものの、既婚女性では関連がみられず、
配偶者の教育歴のみが関連していることを明らかにした。また、本人の教育歴が配偶者より高い
という伝統的な性別役割規範に反する状態の女性で、最も肥満リスクが高かった。独身女性・既
婚女性ともに、世帯所得との関連はみられなかった。これらの結果は本研究課題の開始前に報告
済みである（Murakami et al., BMC Public Health 2017）。一方男性では、教育歴、世帯所得と
もに肥満との関連はみられなかった。 
UKHLS のデータでは、肥満の定義を BMI 30.0 以上として検討を行った。独身女性・既婚女性
ともに本人の教育歴が低いほど肥満割合が高いという関連がみられた。低い世帯所得と肥満の
関連は、既婚女性でのみみられた。男性では婚姻の有無によらず、低い教育歴と肥満は関連する
ものの、世帯所得との関連はみられなかった。 
以上より、肥満の社会経済的格差は日英で異なる傾向を示すとともに、女性における社会経済
的格差を検討する際には婚姻状況を考慮する必要性が示唆されたといえる。 
 
(4) 教育歴と生活習慣の関連のメカニズム（J-SHINE） 
循環器疾患リスクの社会経済的格差のメカニズムを明らかにするために、教育歴と生活習慣
（喫煙、食習慣、飲酒、運動習慣）の関連を所得・ヘルスリテラシー・社会的サポートがどの程
度媒介しているかを検討した。その結果、食習慣との関連では所得よりもヘルスリテラシーの媒
介度合いが大きいこと、運動習慣との関連では所得とヘルスリテラシーの媒介度合いが大きい
こと、いずれの生活習慣との関連においても社会的サポートの媒介効果は存在するものの小さ
いことを示した。 
 
(5) COVID-19 流行前後での経済的変化と循環器疾患リスクの関連（J-SHINE） 
2019 年 12 月当時と比べた 2020 年 12 月の世帯所得の変化を、増えた・変わりなかった・減っ
たの 3カテゴリーで聴取し、世帯所得の変化と過度の飲酒（過去 6か月間の飲酒が週 3日以上）、
心理的ストレス反応（K6スコア 5点以上）、肥満（BMI 25.0 以上）との関連を検討した。男女と
もに、世帯所得の変化と過度の飲酒、肥満との関連はみられなかった。男性では世帯所得の変化
と心理的ストレス反応の関連がみられない一方で、世帯所得が減った女性で心理的ストレス反
応を有する割合が高かった。コロナ禍で若年女性のメンタルヘルスの悪化を示唆する研究が日
本から発表されているが、それらの傾向と一致する結果となった。 
 
(6) 周産期女性における循環器疾患リスクの社会経済的格差（三世代コホート調査） 
妊娠中のデータを分析し、低い教育歴および低い世帯所得の非喫煙妊婦ほど受動喫煙にさら



されている割合が高いこと、配偶者の教育歴も本人の教育歴・世帯所得とは独立して妊婦の受動
喫煙と関連することを示した。一方、妊娠初期の飲酒は高い教育歴および高い世帯所得の女性で
多かった一方、妊娠中期ではその関連が消失しており、検討する循環器疾患リスク要因と測定時
期により社会経済的格差の様相が異なる可能性を明らかにした。非喫煙妊婦の配偶者における
妊娠判明後の喫煙継続および屋内喫煙に関連する社会的要因も検討し、教育歴は喫煙継続とは
関連がみられないものの、教育歴の低い配偶者は屋内喫煙の割合が高いことを明らかにした。 
妊娠初期に禁煙した女性を対象に産後の喫煙再開に関連する要因を検討し、約 4 分の 1 が産
後 1 年の間に喫煙を再開していること、低い教育歴の女性で喫煙を再開する割合が高いことを
明らかにした。産後 1年の女性を対象に過度の飲酒（純アルコール摂取量 20g 以上/日）に関連
する要因を検討し、教育歴が低い、所得が低い女性で過度の飲酒の割合が高いことを示し、高い
教育歴・高い所得が女性の過度の飲酒と関連するという欧米からの報告とは異なる傾向を明ら
かにした。 
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